








項  目 
前 事 業 年 度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない短期的

な投資 

   同 左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

   同 左 

(８)会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。  

 これにより、税引前当期純損失は652千円増加しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は652千円であります。  

(９)表示方法の変更

前 事 業 年 度 
（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日） 

   （貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」（当期末残

高20,169千円）及び「未収入金」（当期末残高8,226千円）は、

資産の合計額の100分の１以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

前事業年度において、無形固定資産の「その他」に含めて表

示しておりました「ソフトウエア」は、表示上の明瞭性を高めるた

め、区分掲記することといたしました。なお、前事業年度の「ソフ

トウエア」は、32,997千円であります。 

前事業年度まで区分掲記しておりました「長期前払費用」（当

期末残高4,105千円）及び「投資不動産」（当期末残高38,104千

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示することにしました。 

 （キャッシュ・フロー計算書） 

前事業年度まで営業活動によるキャッシュ・フローの「販売用

不動産の増減額」は、区分掲記しておりましたが、当事業年度

においては、「たな卸資産の増減額」に含めて表示しておりま

す。   

なお、当事業年度の「販売用不動産の増減額」の金額は

28,389千円であります。  
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（追加情報） 

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加301株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であります。 

前 事 業 年 度 
（平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（平成23年３月31日） 

（保有目的変更）  

※当事業年度において、保有目的の変更により販売用不 

 動産から投資不動産へ103,000千円振替えております。

(10)財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前 事 業 年 度 
（平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（平成23年３月31日） 

※ 担  保  資  産 ※ 担  保  資  産 

投資有価証券 10,182 千円 有価証券 10,077 千円

上記は宅地建物取引業法に基づき営業保証金として担保

に供しております。 

上記は宅地建物取引業法に基づき営業保証金として担保

に供しております。 

（損益計算書関係）

前 事 業 年 度 
 （自 平成21年４月 １日 

至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
 （自 平成22年４月 １日 

至 平成23年３月31日） 

※１ 期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額で

あり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。 

不動産事業売上原価 5,493 千円

商品売上原価 11,629  

製品製造原価  7,887  

   計 25,009 千円

※１ 期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額で

あり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。 

製品製造原価  52,948 千円

商品売上原価  2,650  

   計 55,598 千円

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

千円であります。 87,869

※２ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

千円であります。 77,336

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置 13 千円

工具、器具及び備品 21  

電話加入権 604  

   計 639 千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 161 千円

電話加入権 387  

   計 548 千円

（株主資本等変動計算書関係）

  
前 事 業 年 度 末 
株  式  数 （ 株 ） 

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 （ 株 ） 

当 事 業 年 度 末
株  式  数 （ 株 ）

発行済株式         

普通株式  7,800,000  －  －  7,800,000

合    計  7,800,000  －  －  7,800,000

自己株式         

普通株式  26,521  301  －  26,822

合   計  26,521  301  －  26,822
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２．配当に関する事項 

(1） 配当金支払額 

(2） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加44株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1） 配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 （ 決   議 ） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配当額

（円） 
基 準 日 効力発生日

平成21年６月25日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式  77,734  10.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日

  
前 事 業 年 度 末 
株  式  数 （ 株 ） 

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 （ 株 ） 

当 事 業 年 度 末
株  式  数 （ 株 ）

発行済株式         

普通株式  7,800,000  －  －  7,800,000

合    計  7,800,000  －  －  7,800,000

自己株式         

普通株式  26,822  44  －  26,866

合   計  26,822  44  －  26,866

 （ 決   議 ） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配当額

（円） 
基 準 日 効力発生日

平成23年６月28日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式  77,731  10.00 平成23年３月31日 平成23年６月29日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前 事 業 年 度 
（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,771,768 千円

現金及び現金同等物 1,771,768 千円

現金及び預金勘定 1,986,032 千円

その他（預け金） 10,060  

現金及び現金同等物 1,996,092 千円
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（リース取引関係）

前 事 業 年 度 
（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内

容は以下のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内

容は以下のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千 円） 

減価償却累
計額相当額 

（千 円） 

期末残高
相当額 
（千 円） 

機械及び装置  290,856  158,471  132,384

工具、器具 
及び備品  12,466  7,524  4,942

ソフトウェア  101,886  56,284  45,602

合  計  405,208  222,279  182,929

  
取得価額
相当額 
（千 円） 

減価償却累
計額相当額 

（千 円） 

期末残高
相当額 
（千 円） 

機械及び装置  250,856  155,736  95,119

工具、器具
及び備品  12,466  10,017  2,449

ソフトウェア  101,886  76,661  25,224

合  計  365,208  242,415  122,793

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１     年     内 60,657 千円

１    年    超 126,391  

 合   計 187,048  

１     年     内 57,828 千円

１    年    超 68,563  

 合   計 126,391  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 74,894 千円

減価償却費相当額 71,320  

支払利息相当額 3,193  

支払リース料 62,899 千円

減価償却費相当額 60,135  

支払利息相当額 2,242  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法

によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

・ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

・ 利息相当額の算定方法 

同   左 

 （減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目 

  等の記載は省略しております。 

 （減損損失について） 

同   左 
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

設備投資計画に照らして必要な資金は自己資本を充当し、銀行借入等による調達は行なっておりません。一時的な

余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは行なわない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、輸出に伴う外貨建ての営業債権は、為替の

変動リスクに晒されておりますが、原則として円建て取引を行なっており、外貨建ては少額につきヘッジ等は講じておりま

せん。 

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。  

営業債務である支払手形は、そのほとんどが４カ月以内の支払期日であり、一部外貨建てのものについては為替の変

動リスクに晒されておりますが、少額につきヘッジ等は講じておりません。  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については債権管理細則に従い、営業部において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

余資運用目的として保有する債券は、有価証券管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少であります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

外貨建ての営業債権債務について、ドル建てのみで少額につきヘッジ等を講じておりません。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価値がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（ （注）２．参照）。 

  
（注） １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資   産  

（１）現金及び預金、（２）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提

示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照下さい。  

（金融商品関係）

  
貸 借 対 照 表 計 上 額

（千 円）  
時     価

（千 円）  
差     額

（千 円）  

（１）現金及び預金  1,771,768  1,771,768    －

（２）売掛金  956,542  956,542    －

（３）有価証券及び投資有価証券  302,008  302,008    －

資   産   計  3,030,319  3,030,319    －

（１）支払手形  112,689  112,689    －

負   債   計  112,689  112,689    －
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負   債  

（１）支払手形 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  
 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（３）有価証券及び投資有

価証券」には含めておりません。  

    ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

   

(追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融商品の時価等

の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

設備投資計画に照らして必要な資金は自己資本を充当し、銀行借入等による調達は行なっておりません。一時的な

余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは行なわない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、輸出に伴う外貨建ての営業債権は、為替の

変動リスクに晒されておりますが、原則として円建て取引を行なっており、外貨建ては少額につきヘッジ等は講じておりま

せん。 

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。  

営業債務である支払手形は、そのほとんどが４カ月以内の支払期日であります。  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については債権管理細則に従い、営業部において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

余資運用目的として保有する債券は、有価証券管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少であります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

外貨建ての営業債権債務について、ドル建てのみで少額につきヘッジ等を講じておりません。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 区    分  貸借対照表計上額（千円） 

 非上場株式  30,000

  
１ 年 以 内 

（千 円）  

１ 年 超 

５年以内  

（千 円）  

５ 年 超 

１０年以内  

（千 円）  

１０  年  超 

（千 円）  

現金及び預金  1,771,768    －    －    －

売掛金  956,542    －    －    －

有価証券及び投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの     

 (1)国債・地方債等  10,000  10,000  －  －

合      計  2,738,311    10,000    －    －
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価値がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（ （注）２．参照）。 

  
（注） １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資   産  

（１）現金及び預金、（２）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提

示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照下さい。  

負   債  

（１）支払手形 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  
 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（３）有価証券及び投資有

価証券」には含めておりません。  

    ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

  
貸 借 対 照 表 計 上 額

（千 円）  
時     価

（千 円）  
差     額

（千 円）  

（１）現金及び預金  1,986,032  1,986,032    －

（２）売掛金  863,506  863,506    －

（３）有価証券及び投資有価証券  266,745  266,745    －

資   産   計  3,116,285  3,116,285    －

（１）支払手形  195,986  195,986    －

負   債   計  195,986  195,986    －

 区    分  貸借対照表計上額（千円） 

 非上場株式  30,000

  
１ 年 以 内 

（千 円）  

１ 年 超 

５年以内  

（千 円）  

５ 年 超 

１０年以内  

（千 円）  

１０  年  超 

（千 円）  

現金及び預金  1,986,032    －    －    －

売掛金  863,506    －    －    －

有価証券及び投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があるもの     

 (1)国債・地方債等  10,000  －  －  －

合      計  2,859,539    －    －    －
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前事業年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２．減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行な

うほか、30％～50％未満下落した場合には回復可能性等を考慮して減損処理を行なっております。 

３．非上場株式（貸借対照表計上額 30,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

当事業年度（平成23年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２．減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行な

うほか、30％～50％未満下落した場合には回復可能性等を考慮して減損処理を行なっております。 

３．非上場株式（貸借対照表計上額 30,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

２．当事業年度中に償還されたその他の有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価
（千円） 

差  額
（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式  139,092  89,315  49,776

(2）債券       

① 国債・地方債等  20,316  20,075  241

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  159,408  109,390  50,017

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式  142,600  164,984  △22,384

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  142,600  164,984  △22,384

合   計  302,008  274,375  27,632

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価
（千円） 

差  額
（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式  108,858  65,909  42,948

(2）債券       

① 国債・地方債等  10,077  10,000  77

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  118,935  75,909  43,025

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式  147,810  193,024  △45,214

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  147,810  193,024  △45,214

合   計  266,745  268,934  △2,188

償還額（千円） 償還益の合計額（千円） 償還損の合計額（千円）

 10,000  －  －
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前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

前 事 業 年 度 
（平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（平成23年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金法に

よる規約型確定給付企業年金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金法に

よる規約型確定給付企業年金制度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成23年３月31日） 

イ 退職給付債務 △1,370,430 千円

ロ 年 金 資 産 1,399,408  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 28,977  

ニ 未認識数理計算上の差異 192,984  

ホ 未認識過去勤務債務 1,241  

ヘ 前払年金費用(ハ＋ニ＋ホ) 223,203  

イ 退職給付債務 △1,392,415 千円

ロ 年 金 資 産 1,410,200  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 17,784  

ニ 未認識数理計算上の差異 218,157  

ホ 未認識過去勤務債務 －  

ヘ 前払年金費用(ハ＋ニ＋ホ) 235,941  

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成21年４月１日至 平成

22年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成22年４月１日至 平成

23年３月31日） 

イ 勤 務 費 用 74,150 千円

ロ 利 息 費 用 26,249  

ハ 期待運用収益 △21,732  

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 82,435  

ホ 過去勤務債務の費用処理額 1,241  

ヘ 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
162,344  

イ 勤 務 費 用 74,964 千円

ロ 利 息 費 用 27,408  

ハ 期待運用収益 △27,988  

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 28,317  

ホ 過去勤務債務の費用処理額 1,241  

ヘ 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
103,943  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割 引 率    ％ 2.0

ハ 期待運用収益率  ％ 2.0

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割 引 率    ％ 2.0

ハ 期待運用収益率  ％ 2.0

ニ 過去勤務債務の処理年数 

５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分し

た額を費用処理することとしております。） 

ニ 過去勤務債務の処理年数 

同   左 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期から損益処理す

ることとしております。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

同   左  
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前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

（税効果会計関係）

前 事 業 年 度 
（平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度 
（平成23年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産     

仕掛品評価損等 9,832千円

役員退職慰労引当金 182,123  

貸倒引当金 21,338  

減価償却費 36,546  

賞与引当金 24,240  

販売用不動産評価損 72,611  

減損損失 31,195  

繰越欠損金 405,127  

そ  の  他 11,505  

繰延税金資産小計 794,521  

評 価 性 引 当 額 △711,781  

繰延税金資産合計 82,739  

繰 延 税 金 負 債     

前払年金費用 △90,174  

固定資産圧縮積立金 △82,739  

その他有価証券評価差額金 △18,892  

繰延税金負債合計 △191,805  

繰延税金負債の純額 △109,066  

繰延税金資産     

仕掛品評価損等 9,068千円

役員退職慰労引当金 188,351  

貸倒引当金 19,113  

減価償却費 38,948  

賞与引当金 25,856  

販売用不動産評価損 20,681  

減損損失 31,195  

繰越欠損金 493,745  

そ  の  他 13,030  

繰延税金資産小計 839,990  

評 価 性 引 当 額 △759,478  

繰延税金資産合計 80,512  

繰 延 税 金 負 債     

前払年金費用 △95,320  

固定資産圧縮積立金 △80,512  

その他有価証券評価差額金 △16,067  

繰延税金負債合計 △191,900  

繰延税金負債の純額 △111,387  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

同   左 

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当社では、福岡県において、譲渡による収益を目的として所有するマンション（土地を含む。）を有しております。 

当該投資不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

  
（注） １．当事業年度増減額は、保有目的の変更により販売用不動産から振替えた金額であります。 

    ２．当事業年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

(追加情報） 

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号 平成20年11月28日)及び「賃

貸等不動産の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社では、福岡県において、譲渡による収益を目的として所有するマンション（土地を含む。）を有しております。 

当該投資不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

  
（注） １．当事業年度増減額は、マンションの売却による減少であります。 

    ２．当事業年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて自社で算定した金額であります。 

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。 

当社は、半導体関連事業を主要業務とし、全社組織において、営業部及び技術部が中心となって受注から設計、

製作、出荷、回収までの一連の業務を担当し、また、技術開発や製品開発を行ない、事業活動を展開しておりま

す。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

（賃貸等不動産関係）

 貸借対照表計上額 （千 円） 当事業年度末の時価 

（千 円）  前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

   －  103,000  103,000    103,000

 貸借対照表計上額 （千 円） 当事業年度末の時価 

（千 円）  前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

   103,000  △64,895  38,104    38,104

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

（単位：千円）

  
報告セグメント その他

（注） 
合計

半導体関連事業 

売上高       

外部顧客への売上高  1,646,098  54,247  1,700,346

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  1,646,098  54,247  1,700,346

セグメント利益又は損失（△）  △489,120  △79,280  △568,400

セグメント資産  3,677,930  161,283  3,839,213

その他の項目       

減価償却費  121,832  1,520  123,353

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  97,150  －  97,150
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当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産・建築関連事業及び浄水事業等

を含んでおります。 

  

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の資産であります。 

（単位：千円）

  
報告セグメント その他

（注） 
合計

半導体関連事業 

売上高       

外部顧客への売上高  2,452,394  60,632  2,513,026

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  2,452,394  60,632  2,513,026

セグメント利益又は損失（△）  164,655  △71,891  92,764

セグメント資産  3,616,434  153,308  3,769,942

その他の項目       

減価償却費  106,173  1,133  107,306

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  54,893  3,658  58,551

（単位：千円）

売上高 前事業年度 当事業年度 

報告セグメント計  1,646,098  2,452,394

「その他」の区分の売上高  54,247  60,632

財務諸表の売上高   1,700,346   2,513,026

（単位：千円）

利益又は損失（△） 前事業年度 当事業年度 

報告セグメント計  △489,120  164,655

「その他」の区分の損失（△）  △79,280  △71,891

全社費用（注）   △294,504   △288,717

財務諸表の営業利益   △862,905   △195,952

（単位：千円）

資産 前事業年度 当事業年度 

報告セグメント計  3,677,930  3,616,434

「その他」の区分の資産  161,283  153,508

全社資産（注）   3,124,162   3,160,776

財務諸表の資産合計   6,963,375   6,930,718
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（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社土地の設備投資額であります。   

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

   

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

   

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

  

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（追加情報） 

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用してお

ります。  

（単位：千円）

その他の項目 
報告セグメント計  その他 調整額 財務諸表計上額 

前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度 前事業年度 当事業年度

減価償却費  121,832 106,173 1,520 2,493 10,278  14,695  133,632 123,361

有形固定資産及び無 

形固定資産の増加額 
 97,150 54,893 － 3,658 184,863  26,161  282,013 84,712

ｂ．関連情報

（単位：千円）

日本 アジア 合計

 1,959,319  553,707  2,513,026

（単位：千円）

顧客の氏名又は名称  売上高 関連するセグメント名

第一実業株式会社   527,699 半導体関連事業  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引  

  （イ）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）上記立替金は平成21年６月19日に全額回収しております。 

  

 （ロ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    土地の購入価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。  

  

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引  

該当事項はありません。  

（注） １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（関連当事者情報）

種 類 会社等の名称 
又は氏名  所在地

資本金又は 
出資金 
（千  円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)

割 合(%) 

関連当事者
との関係 

取引の
内 容 

取引金額 
（千  円） 科 目 期末残高

（千  円） 

法  人 

主要株主 

有限会社 

テクトロン 

大分県 

大分市 
 306,100

不動産賃貸 

借管理業 

被所有 

直接21.5 
役員の兼任 

資金の 

立 替 
 150,000 立替金 ―

種 類 会社等の名称 
又は氏名  所在地

資本金又は 
出資金 
（千  円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)

割 合(%) 

関連当事者
との関係 

取引の
内 容 

取引金額 
（千  円） 科 目 期末残高

（千  円） 

役  員 石井見敏 ―   ―
当社代表 

取締役社長 

被所有 

直接16.5 

 土地の 

購 入  

土地の 

購 入 
 150,594 土 地 ―

（１株当たり情報）

項     目 
前 事 業 年 度

（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 772.97  円 754.22

１株当たり当期純損失（△）  円 △114.00  円 △15.27

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

    
前 事 業 年 度

（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日） 

当 事 業 年 度
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日） 

当期純損失（△） （千円）  △886,173  △118,726

普通株主に帰属しない金額 （千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△） （千円）  △886,173  △118,726

普通株式の期中平均株式数 （株）  7,773,278  7,773,149
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前事業年度 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

当事業年度 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん。 

（重要な後発事象）
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(1） 役員の異動 

    該当事項はありません。 

  
(2） 生産、受注及び販売の状況  

①生産実績 

 当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

②受注状況 

 当事業年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③販売実績 

 当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前事業年度及び当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

  なお、当該割合が100分の10未満の場合は記載を省略しております。  

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．その他

セ グ メ ン ト の 名 称 
当事業年度

（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日）  

  前年同期比（％）

半  導  体  関  連  事  業 （ 千 円 ）   2,454,881  140.6

合     計 （千円）  2,454,881  140.6

セ グ メ ン ト の 名 称 
受注高
（千円）  

前年同期比
（％）  

受注残高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

半  導  体  関  連  事  業  2,293,214  112.0  687,872  81.3

そ     の     他   65,862  －  5,230  －

合     計   2,359,076  115.2  693,102  81.9

セ グ メ ン ト の 名 称 
当事業年度

（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日）  

前年同期比（％）

半  導  体  関  連  事  業 （ 千 円 ）  2,452,394  149.0

そ     の     他（千円）  60,632  111.8

合     計 （千円）  2,513,026  147.8

相  手  先 

前事業年度
（自 平成21年４月 １日 
至 平成22年３月31日）   

当事業年度 
（自 平成22年４月 １日 
至 平成23年３月31日）  

金 額（千円）  割 合（％） 金 額（千円）   割 合（％）

第一実業（株）  427,855  25.2  527,699  21.0
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